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現地駐在者直伝！Q A&
アジア進出企業の
税務トラブル

アジア進出企業の
税務トラブル

現地で本当に役に立つ
「活きた」税務トラブルの解決策を提供！

株式会社フェアコンサルティング［監修］　伊藤雄二／外園雅大［編著］

●アジア進出企業が現地で直面する
　税務トラブルを解決！
●現地駐在者が「国別」に「Q&A形式」で
　わかりやすく解説！
●実務経験豊富な国際コンサルティング
　グループの著者による執筆！

対象は日本企業の進出の多いアジア10か国！



第１編　国際税務の潮流

１　世界（アジア）の移転価格文書化制度
の創設・拡充の背景
（１）BEPS行動計画とは
（２）BEPS行動計画が作られるまで

の経緯
（３）BEPS行動計画の概要

２　BEPS行動計画13に関連するアジ
ア各国の動き

３　今後、日系企業が注意しなければなら
ないこと

第２編　国別解説

第１章　中国の税制
１　概要
２　企業所得税
３　個人所得税
４　増値税
５　その他の税金
【中国の税務Q&A】
1【進出前】非貿易取引にかかる送金実務
と税務上の取扱い

2【進出後】給料の支払形態による出向者
のPE認定のリスク

3【進出後】接待交際費は損金になるか？
4【進出後】技術指導料の税務リスク
5【進出後】技術使用料の税務リスク
6【進出後】日本での執行役員給与と取締
役報酬

7【進出後】賞与は年１回支給がよい？
8【進出後】納税信用管理制度における税
務等級とは？

9【進出後】中国における移転価格税制
10【撤退】会社解散における税務上の留意
点

第２章　台湾の税制
１　概要
２　営利事業所得税
３　個人所得税
４　営業税
５　その他の税金
【台湾の税務Q&A】
1【進出前】台湾へ進出するには支店？　
それとも子会社？

2【進出後】社員派遣と恒久的施設（PE）
課税

3【進出後】統一発票のルール
4【進出後】台湾国外での技能研修費用
5【進出後】海外子会社からの受取配当
6【進出後】海外駐在員（夫婦）と個人所得
税

7【進出後】内部留保への課税
8【進出後】税務調査での基準利益による
課税

9【撤退】株式売却による事業撤退と日台
租税協定

第３章　香港の税制
１　概要
２　事業所得税（法人税）
３　給与所得税
４　その他の税金
【香港の税務Q&A】
1【進出前】香港進出の税務的メリット
2【進出前】非居住者口座の開設
3【進出後】中国へ無償貸与している金型
の減価償却

4【進出後】金融取引における支払利息・
受取利息にかかる課税関係

5【進出後】香港法人の受取配当金にかか
るタックスヘイブン対策税制上の取扱
い

6【進出後】BEPS対応における移転価
格税制文書化

7【進出後】地域統括会社の設立
8【進出後】自己株式を買い受ける場合
9【進出後】香港法人同士の合併
10【撤退】子会社の休眠化

第４章　フィリピンの税制
１　概要
２　法人税
３　付加価値税
４　個人所得税
５　その他の税金
【フィリピンの税務Q&A】
1【進出前】ロイヤルティにかかる源泉税
2【進出後】短期滞在者免税
3【進出後】家賃補助と個人所得税
4【進出後】配当と軽減税率
5【進出後】租税条約の適用申請
6【進出後】PEZA恩典終了後の扱い
7【進出後】PEZA登録企業の不動産取
引

8【撤退】株式売却による事業の撤退

第５章　ベトナムの税制
１　概要
２　法人税
３　付加価値税
４　個人所得税
５　外国契約者税
６　その他の税金
【ベトナムの税務Q&A】
1【進出前】ベトナムにおける投資優遇税
制

2【進出後】中国からの設備移管
3【進出後】暦年途中で非居住者となる場
合の個人所得税

4【進出後】ベトナム国外への販売手数料
の支払

5【進出後】試用期間と源泉徴収
6【進出後】生産開始前の付加価値税
7【進出後】日本親会社への配当金の支払
8【進出後】駐在員事務所への税務調査
9【撤退】株式譲渡による事業撤退
10【撤退】駐在員事務所の閉鎖

第６章　タイの税制
１　概要
２　法人税
３　付加価値税
４　個人所得税
５　特定事業税
６　その他の税金
【タイの税務Q&A】
1【進出前】タイからベトナムへの投資
2【進出後】タイ国外へのサービス提供に
かかるVAT

3【進出後】外国企業へのタイ国内での役
務提供を行った場合の外国税額控除等

4【進出後】コンサルティング報酬は源泉
税の対象となるか？

5【進出後】コンサルティング業務はPE
に該当するか？

6【進出後】在庫を廃棄した場合の除却損
の損金算入について

7【撤退】事業統合に際しての合併と事業
譲渡

8【撤退】部分事業譲渡の場合の譲渡対価
にかかる課税関係

第７章　マレーシアの税制
１　概要
２　法人所得税
３　付加価値税
４　個人所得税
５　その他の税金
【マレーシアの税務Q&A】
1【進出前】GST登録による税務上のメ
リットの有無

2【進出後】GST還付税額の計算方法、還
付手続

3【進出後】グループ業務支援における税
務問題

4【進出後】マレーシアにおける外国税額
控除

5【進出後】不動産取引及びその保有に伴
う課税

6【進出後】非居住者へのサービスフィー
7【進出後】賃貸借料の税務上の留意点
8【進出後】食事手当の税務上の取扱い
9【撤退】マレーシア法人の清算

第８章　シンガポールの税制
１　概要
２　法人税
３　物品サービス税
４　個人所得税
５　印紙税
６　その他の税金
【シンガポールの税務Q&A】
1【進出前】現地法人の組織再編における
留意点

2【進出前】駐在員の個人所得税
3【進出後】日本出張時の滞在先と税務
4【進出後】日本への業務委託料の支払
5【進出後】赤字支店の課税関係
6【進出後】申告スケジュール

7【進出後】租税条約と居住者証明
（COR）
8【進出後】移転価格税制
9【進出後】税務コンプライアンス違反と
罰則

10【撤退】事業を一時撤退する際のペー
パーカンパニーの活用

第９章　インドネシアの税制
１　概要
２　法人所得税
３　付加価値税
４　奢侈品販売税
５　個人所得税
６　その他の税金
７　税務係争
８　租税条約
【インドネシアの税務Q&A】
1【進出前】日本親会社が立て替えた会社
設立費用

2【進出後】駐在員事務所に対する課税
3【進出後】技術者等を派遣した場合の個
人所得税の取扱い

4【進出後】法人税の還付請求はしない方
がよいのか？

5【進出後】税務調査が行われるケース
6【進出後】税務調査で留意すべきポイン
ト

7【進出後】BEPS対応における移転価
格文書化

8【進出後】タックスインボイスの留意点
9【進出後】銀行口座情報の情報交換制度
について

10【撤退】株式売却による撤退

第10章　インドの税制
１　概要
２　法人税
３　個人所得税
４　間接税
【インドの税務Q&A】
1【進出前】技術指導料の収受の際の基本
税務番号

2【進出後】技術指導料の収受の際の移転
価格税制

3【進出後】技術者派遣のPE認定
4【進出後】日本企業の子会社のPE認定
5【進出後】出向者のPE認定
6【進出後】UFIA法の施行に伴う個人所
得税の留意点

7【進出後】インドにおけるGSTの導入
に伴う留意点

8【撤退】インドからの撤退の際の株式譲
渡の課税関係

第３編　税率マトリックス

日本／中国／台湾／香港／フィリピン／
ベトナム／タイ／マレーシア／シンガ
ポール／インドネシア／インド

部署名 □公用
□私用
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@E-mail

ご住所
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フリガナ

ご氏名

機関名

■宛先
〒107̶8560
東京都港区南青山2̶11̶17
第一法規株式会社
　 FAX.0120̶302̶640

書店印

取 扱 い

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたします。
また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円（税込）にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用い
ただけません。

1万円以下の場合、300円+税
3万円以下の場合、400円+税
10万円以下の場合、600円+税

年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、弊社
ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきましては、お問
合せフォーム（https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php）かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120̶203̶696　　FAX.0120̶202̶974

お客様の個人情報の
取扱いについて

キ　リ　ト　リ　線

部申込部数
●定価4,320円（本体4,000円）　［コード062836］

申　込　書　〈第一法規刊〉

もう悩まない！現地駐在者直伝！アジア進出企業の税務トラブルQ&A

アジア税務QA（062836）2018.3 SE

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!

C
第一法規 検　索

＜クレジ トカ ドでもお支払いいただけます＞

詳 細・お申し 込 みはコチラ
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